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愛知県環境審議会条例 [平成６ 年愛知県条例第２ ６ 号]（ 原文たて書）  

  [沿革]平成１ ２ 年３ 月２ ８ 日条例第 ２ 号 一部改正 

     平成１ ３ 年３ 月２ ７ 日条例第１ ８ 号 一部改正 

     平成１ ８ 年７ 月 ７ 日条例第４ ９ 号 一部改正 

（ 趣旨等）  

第１ 条 この条例は、 環境基本法（ 平成５ 年法律第９ １ 号） 第４ ３ 条第２ 項及び水

質汚濁防止法（ 昭和４ ５ 年法律第１ ３ ８ 号） 第２ １ 条第２ 項の規定に基づき、 愛

知県環境審議会（ 以下「 審議会」 と いう 。 ） の組織及び運営に関する事項を定め

るものと する。  

２  審議会は、 自然環境保全法（ 昭和４ ７ 年法律第８ ５ 号） 第５ １ 条第１ 項の審議

会その他の合議制の機関と する。  

（ 組織）  

第２ 条 審議会は、 委員３ ０ 人以内で組織する。  

２  委員は、 次に掲げる者のう ちから、 知事が任命する。  

( 1)  学識経験のある者 

( 2)  県議会の議員 

( 3)  関係行政機関の職員 

３  学識経験のある者のう ちから任命さ れる委員の任期は、 ２ 年と する。 ただし 、

委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、 前任者の残任期間と する。  

４  前項の委員は、 再任さ れること ができる。  

（ 会長）  

第３ 条 審議会に、 会長を置き、 委員の互選により 定める。  

２  会長は、 会務を総理する。  

３  会長に事故があると き、 又は会長が欠けたと きは、 あらかじ めその指名する委

員がその職務を代理する。  

（ 会議）  

第４ 条 審議会は、 会長が招集する。  

２  審議会においては、 会長が議長と なる。  

３  審議会は、 会長（ 会長に事故があると き、 又は会長が欠けたと きは、 その職務

を代理する者） 及び半数以上の委員が出席し なければ、 会議を開き、 議決をする

こと ができない。  

４  審議会の議事は、 出席し た委員の過半数で決し 、 可否同数のと きは、 議長の決

すると ころによる。  

（ 特別委員）  

第５ 条 審議会に、水質汚濁防止法第２ １ 条第１ 項の事務を委員と と もに行わせる

ため、 特別委員７ 人以内を置く 。  

２  特別委員は、 国の関係地方行政機関の長又はその指名する職員のう ちから、 知

事が任命する。  

３  特別委員は、 第１ 項の事務について会議を開き、 議決をする場合には、 前条第

３ 項及び第４ 項の規定（ 第８ 条第６ 項において準用する場合を含む。 ） の適用に

ついては、 委員と みなす。  

（ 専門委員）  

第６ 条 審議会に、 専門の事項を調査審議さ せるため、 専門委員３ ０ 人以内を置く

こと ができる。  

２  専門委員は、 学識経験のある者及び関係行政機関の職員のう ちから、 知事が任

命する。  

参考資料２   



2 

３  専門委員は、 審議会に出席し て意見を述べること ができる。  

４  学識経験のある者のう ちから任命さ れた専門委員の任期は、 ２ 年と する。  

５  前項の専門委員は、 再任さ れること ができる。  

 （ 専門調査員）  

第７ 条 審議会に、 専門の事項を調査さ せるため、 専門調査員２ ０ 人以内を置く こ

と ができる。  

２  専門調査員は、 学識経験のある者及び関係行政機関の職員のう ちから、 知事が

任命する。  

３  専門調査員は、 当該専門の事項に関する調査が終了し たと きは、 解任さ れるも

のと する。  

（ 専門部会）  

第８ 条 審議会に、 その所掌事務に係る専門的事項を調査審議さ せるため、 専門部

会を置く こと ができる。  

２  専門部会は、 会長が指名する委員、 特別委員及び専門委員をもって構成する。 

３  専門部会に、 部会長を置き、 専門部会に属する委員のう ちから、 会長が指名す

る。  

４  部会長は、 専門部会の事務を掌理し 、 専門部会の経過及び結果を会長に報告す

る。  

５  審議会は、 その定めると ころにより 、 専門部会の決議をもって審議会の決議と

すること ができる。  

６  第３ 条第３ 項及び第４ 条の規定は、 専門部会について準用する。 この場合にお

いて、 同項及び同条第１ 項から第３ 項までの規定中「 会長」 と あるのは、 「 部会

長」 と 読み替えるものと する。  

７  専門部会の運営に関し 必要な事項は、 部会長が会長の同意を得て定める。  

（ 雑則）  

第９ 条 この条例に定めるもののほか、 審議会の運営に関し 必要な事項は、 会長が

審議会に諮って定める。  

附 則 

（ 施行期日）  

１  この条例は、 平成６ 年８ 月１ 日から施行する。  

（ 愛知県公害対策審議会条例の廃止）  

２  愛知県公害対策審議会条例（ 昭和４ ５ 年愛知県条例第５ ０ 号） は、 廃止する。 

（ 愛知県公害防止条例の一部改正）  

３  愛知県公害防止条例（ 昭和４ ６ 年愛知県条例第３ ２ 号） の一部を次のよう に改

正する。  

第８ 条第３ 項中「 愛知県公害対策審議会」 を「 愛知県環境審議会」 に改める。 

附 則（ 平成１ ２ 年３ 月２ ８ 日条例第２ 号抄）  

（ 施行規日）  

１  この条例は、 平成１ ２ 年４ 月１ 日から施行する。  

附 則（ 平成１ ３ 年３ 月２ ７ 日条例第１ ８ 号抄）  

（ 施行規日）  

１  この条例は、 平成１ ３ 年４ 月１ 日から施行する。  

２  第３ 条の規定による改正後の愛知県環境審議会条例第２ 条第１ 項の規定によ

り 学識経験のある者のう ちから新たに任命さ れる委員の任期は、同条第３ 項の規

定にかかわらず、 平成１ ４ 年７ 月３ １ 日までと する。  

附 則（ 平成１ ８ 年７ 月７ 日条例第４ ９ 号）  

この条例は、 平成１ ８ 年８ 月１ 日から施行する。  
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愛知県環境審議会運営規程 

[沿革]平成１ ２ 年３ 月２ ３ 日  一部改正 

     平成１ ３ 年８ 月 １ 日  一部改正 

     平成１ ４ 年８ 月２ ３ 日  一部改正 

     令和２ 年１ １ 月１ ７ 日  一部改正 

 （ 趣旨）  

第１ 条 この規程は、 愛知県環境審議会条例（ 平成６ 年愛知県条例第２ ６ 号） 第９

条の規定に基づき、愛知県環境審議会（ 以下「 審議会」 と いう 。） の運営に関し 、

必要な事項を定めるものと する。  

 （ 会議）  

第２ 条 会長は、 審議会を開催し よう と すると きは、 あらかじ め、 期日、 場所、 及

び議案を委員に通知するものと する。  

２  委員及び専門委員（ 関係行政機関の職員と し て任命さ れたものを除く 。 ） につ

いては、 審議会への代理出席はできないものと する。  

３  審議会は、 必要があると 認めると きは、 関係人に対し 、 出席を求めて、 説明又

は意見を聞く こと ができる。  

４  審議会の会議は、 公開と する。 ただし 、 審議会が次の各号のいずれかに該当す

る事由により 公開し ない旨を決議し たと きは、 この限り でない。  

（ １ ） 愛知県情報公開条例( 平成１ ２ 年愛知県条例第１ ９ 号) 第７ 条に規定する不

開示情報が含まれる事項に関し て調査審議等を行う 場合 

（ ２ ） 会議を公開と すること により 、 当該会議の適正な運営及び希少動植物の保

護等の環境の保全に著し い支障が生ずると 認められる場合 

５  緊急を要する場合等にあっては、前項の決議は会長の決定をもって代えること

ができるものと する。 この場合においては、 会長は事後に審議会の承認を得るも

のと する。  

６  傍聴の手続、 傍聴人の守るべき事項その他傍聴に関し て必要な事項は、 別に定

める。  

 （ 部会の設置）  

第３ 条 審議会に次に掲げる部会を置き、 当該各号に掲げる事務を所掌さ せる。  

 （ １ ） 総合政策部会 

   ア 環境保全に係る重要事項（ 他の部会の所掌に属するものを除く 。 ） に関

すること 。  

   イ 公害防止事業費の事業者負担に係る重要事項に関すること 。  

（ ２ ） 大気・ 騒音振動部会 

   ア 大気汚染防止に係る重要事項に関すること 。  

   イ 悪臭防止に係る重要事項に関すること 。  

   ウ 騒音防止に係る重要事項に関すること 。  

   エ 振動防止に係る重要事項に関すること 。  

（ ３ ） 廃棄物部会 

    廃棄物の処理に係る重要事項に関すること 。  

（ ４ ） 水質・ 地盤環境部会 

   ア 公共用水域及び地下水の水質汚濁防止に係る重要事項に関すること 。  

イ 土壌の汚染に係る重要事項に関すること 。  

   ウ 地盤沈下の防止に係る重要事項に関すること 。  

 （ ５ ） 自然環境保全部会 

   ア 自然環境の保全に係る重要事項に関すること 。  
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   イ 自然公園に係る重要事項に関すること 。  

   ウ 鳥獣保護及び狩猟に係る重要事項に関すること 。  

 （ ６ ） 温泉部会 

    温泉に係る重要事項に関すること 。  

２  会長は、 必要と 認めると きは、 特別の案件を審議するため、 審議会にはかって

前項に規定する部会以外の部会を設置すること ができる。  

 （ 部会への付託）  

第４ 条 会長は、 知事の諮問を受けた場合は、 当該諮問を適当な部会に付託をする

こと ができる。  

 （ 部会の会議）  

第５ 条 部会の決議は会長の同意を得て、 審議会の決議とすることができる。  

２  会長は、 前項の同意をし たと きは、 その同意に係る決議を委員（ 当該決議をし

た部会に属する者を除く 。 ） に報告するものと する。  

３  部会の開催等については、 第２ 条の規定を準用する。 この場合において、 同条

第１ 項から第５ 項までの規定中「 会長」 と あるのは「 部会長」 と 、 「 審議会」 と

あるのは「 部会」 と 読み替えるものと する。  

 （ 専門調査員）  

第６ 条 専門調査員は、 次に掲げる調査を行う ものと する。  

（ １ ） 愛知県自然環境保全地域、 愛知県自然環境保全地域候補及び自然公園内等

のすぐれた自然地域の現地調査 

（ ２ ） その他自然環境の保全に関する専門の事項の調査 

２  審議会に、 専門調査員協議会（ 以下「 協議会」 と いう 。 ） を置き、 各専門調査

員をもって構成する。  

３  専門調査員に関する重要事項及び協議会の運営に関し て必要な事項は、会長の

同意を得て、 協議会の決議により 定めるものと する。  

 （ 会議録）  

第７ 条 審議会、 部会及び協議会の議事については、 会議の概要を記載し た会議録

を作成し 、 会長若し く は部会長の指名し た２ 名の委員又は互選により 選出さ れた

２ 名の専門調査員が署名し 、 １ ０ 年間保存するものと する。  

２  前項の規定により 作成さ れた会議録は、第２ 条第４ 項の規定により 非公開と し

た事項に該当するものを除き公表するものと する。  

（ その他）  

第８ 条 この規程に定めるもののほか、 審議会の運営に関し て必要な事項は、 会長

が定める。  

   附 則 

 この規程は、 平成６ 年８ 月３ １ 日から施行する。  

   附 則 

 この規程は、 平成１ ２ 年３ 月２ ３ 日から施行する。  

   附 則 

 この規程は、 平成１ ３ 年８ 月１ 日から施行する。  

   附 則 

 この規程は、 平成１ ４ 年１ ０ 月１ 日から施行する。 ただし 、 第６ 条第１ 項第２ 号

及び同条第３ 項並びに第７ 条第１ 項の改正規定は、 同年８ 月２ ４ 日から施行する。 

 附 則 

 この規程は、 令和２ 年１ １ 月１ ７ 日から施行する。  


